
今後の進め方について

 本ワーキンググループにおいて、構成員等の追加を行い、８月以降も引き続き議論を継続する。
 １２月を目途に最終報告書をとりまとめ予定。

最終報告書については、中間整理で整理した方向性について法律や基本指針等においてどのように整理されるべき
か取りまとめるとともに、下記の「引き続き議論する主な論点」については法施行後のガイドラインとしてどのよう
なポイントを記載するべきかをより具体的に整理していく。
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８月以降引き続き議論する主な論点（予定）

〇 年齢確認の在り方について
〇 技術的保護手段について
〇 プラットフォーム事業者の対象事業者の範囲（基準）について
〇 対象事業者に求める措置（リスク評価、保護措置、公表等）の具体的内容について
〇 再評価のスキーム、実効性担保措置等について
〇 その他（官民連携協議会の在り方等）

構成員
〇 上沼 紫野 弁護士・（一社）安心ネットづくり促進協議会 理事 
◎     曽我部 真裕 京都大学大学院法学研究科 教授 

竹内 和雄 兵庫県立大学環境人間学部 教授 
櫻井 鼓 追手門学院大学大学院心理学研究科 教授
岸原 孝昌 （一社）モバイル・コンテンツ・フォーラム 専務理事
山本 龍彦 慶應義塾大学大学院法務研究科 教授
柳元 陽夏 大学生 （埼玉大学）

＜ヒアリング予定＞
これまでのワーキンググループでヒアリングが出来ていない分野の関係者等

構成員については、以下の２名を追加予定

生貝 直人
  一橋大学大学院法学研究科  教授

齋藤 長行
  仙台大学体育学部スポーツ情報マスメディア学科  教授

※「青少年インターネット環境整備法の在り方等に関する
検討ワーキンググループ」（第7回）資料４と同一資料
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